
 
諮   第   １   号   

平成３０年 ２ 月２３日提出   

 

退職手当支給制限処分に係る審査請求について 

    

 退職手当支給制限処分に係る審査請求に対して、次のように決定したいので、意見

を問う。 

 

                       熊本市長  大 西 一 史 

 

１ 審査請求人 

  熊本県玉名郡在住の者 

２ 審査請求に係る処分 

  熊本市職員の退職手当に関する条例に基づく退職手当支給制限処分 

３ 審査請求年月日 

  平成２８年１月２２日 

４ 審査請求の趣旨 

熊本市教育委員会（以下「処分庁」という。）が平成２７年１１月２５日付けで

審査請求人に対して行った熊本市職員の退職手当に関する条例（昭和３０年条例

第１６号。以下「本件条例」という。）第１２条第１項の規定に基づく一般の退職

手当等の全部を支給しないこととする処分（以下「本件処分」という。）の取消しを

求めるもの 

５ 審査請求の理由 

 (1) 本件処分に至る具体的な経過説明がなく、処分理由説明書に記載された文章を

伝えられただけで、納得いくものではなかった。 

 (2) 本件行為（勤務先の金庫に保管されていた現金４万５２４０円入りの封筒を、

自宅に持ち帰った行為（以下「持出行為」という。）及び当該封筒に入っていた

現金のうち金１万円を自己の借金の返済に充てた行為（以下「返済行為」という。）

をいう。）のきっかけは、封筒内の現金の大量の小銭を紙幣に両替することが目

的であって、決して自分のものにしようというつもりではなかった。 

- 211 -



 
 (3) 本件行為のきっかけは(2)記載のとおりであるため、審査請求人については、

懲戒処分の指針「第１ 基本事項」に定める「標準例に掲げる処分の種類より軽

いものとすることが考えられる場合」に該当するのではないか。 

 (4) 返済行為自体はいけないことであると理解できるが、本件行為のきっかけは

(2)記載のとおりであり、自己の借金の返済に充てた金１万円についても後で戻

すつもりであったため、返済行為が横領とみなされるのか疑問である。 

 (5) 本件処分に際して、同種事案における処分の程度が考慮されているのか（金１

万円程度の金額で懲戒免職に相当するのか等）疑問である。 

 (6) 本件処分に際して、審査請求人が本件処分よりも前に懲戒処分を受けたことが

ないことや審査請求人の勤務態度等が考慮されているのか疑問である。 

 (7) 熊本市の職員であった審査請求人に対して、国家公務員退職手当法（昭和２８

年法律第１８２号）は適用されないにもかかわらず、同法の運用方針を考慮して

なされた本件処分は、裁量権を逸脱し、又は濫用した違法なものである。 

 (8) 本件条例に基づく退職手当の法的性格からすれば、退職手当の全額の支給制限

が認められるのは、処分の原因となった非違行為が退職者の永年の勤続の功を全

て抹消するほどの重大な背信行為である場合に限られるべきである。 

６ 処分庁の主張の趣旨 

審査請求人の懲戒免職処分に係る不服を述べていると解される主張の部分につ

いては、懲戒処分の指針に照らし懲戒免職処分としたことは正当であると考えるこ

とから理由がない。また、審査請求人の本件行為は、業務上横領という重大な非違

行為に該当するものであり、審査請求人の過去の処分歴及び勤務態度、本件行為の

影響等を考慮した上で、本件処分を行っていることから、その余の審査請求人の主

張についても理由がない。 

７ 裁決の趣旨 

本件審査請求を棄却する。 

８ 裁決の理由 

(1) 認定事実 

 ア 審査請求人は、勤務先である公民館の主催事業に際して、参加者から徴収さ

れ同公民館の金庫に保管されていた現金４万５２４０円入りの封筒を、平成 

２７年１０月１４日、無断で金庫から持ち出し、自宅に持ち帰った。 

- 212 -



 
   審査請求人は、同月１５日、当該封筒に入っていた現金のうち金１万円を、

自己の借金の返済のため知人に渡した。 

  イ 審査請求人は、同月１７日、当該封筒の所在を所属長らから尋ねられたこと

から、持出行為について説明した。一方、返済行為についての説明が所属長ら

に対してなされたのは、同日、当該封筒内の現金が全くの手付かずの状態であ

るかどうかを所属長から繰り返し確認された後であった。 

審査請求人は、同日、金１万円を補填した上で現金４万５２４０円入りの封

筒を同公民館の金庫に返還した。 

  ウ 処分庁は、同年１１月２５日付けで審査請求人に対して懲戒免職処分を行う

とともに、同日付けで本件処分を行った。 

  エ 審査請求人は、平成２８年１月２２日付けで熊本市人事委員会に対して懲戒

免職処分に関する不服申立てを行ったが、同不服申立てに対して同人事委員会

は、平成２９年１２月８日付けで、処分庁が審査請求人に対して行った懲戒免

職処分を承認する裁決を行った。 

(2) 判断 

ア 懲戒免職処分に対する不服を述べる審査請求人の主張については、懲戒免職

処分が取り消されていない以上、理由がない。なお、(1)認定事実エで述べた

とおり、熊本市人事委員会は、処分庁が審査請求人に対して行った懲戒免職処

分を承認する裁決を行っている。 

イ 本件行為に関する審査請求人の主張については、持出行為に係る主張は不合

理なものであって、返済行為については業務上横領に該当することを自ら認め

ていることから、理由がない。 

ウ 本件処分について 

 (ｱ) 本件条例第１２条第１項は、国家公務員退職手当法第１２条第１項と趣

旨・目的を同じくするものであることから、同法の運用方針の「第１２条関

係」を考慮して本件処分をすることについては、裁量権の逸脱又は濫用があ

ったものとは認められず、審査請求人の主張には理由がない。 

 (ｲ) 審査請求人の本件行為は、重大な非違行為に該当するものであることか

ら、本件処分に対する不服を述べる審査請求人の主張には理由がない。 
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（提出理由） 

  退職手当支給制限処分に係る審査請求に対し、所要の決定をするため、行政不服

審査法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成２６年法律第６９号）第

３４条の規定による改正前の地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０６条第

４項の規定に基づき、市議会に諮問するものである。 
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